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  難民を含めた世界の避難民の数がかつてないほどに増加している。UNHCR の統計によれ
ば世界の避難民の総数は 2018年末時点の統計で 7,080万人を記録した。これは第二次世界
大戦直後、戦火によって残された避難民の数を上回るという。これらの人々の移動もまた各
地に大きな政治的影響を起こしている。特に 2014 年から 2016 年にピークに達した欧州諸国
への難民・移民の移動はヨーロッパ諸国に大きな衝撃を与え、EUの結束にすら亀裂をもた
らした。こうした世界的な状況を受けて、国際社会は難民政策を大きく転換させようとして
いる。その一つが難民キャンプの難民支援・保護手段としての否定である。2014 年に発表
された UNHCR の政策では、今後難民を受け入れる手段として、緊急時の短期間を除けば、難
民キャンプを用いることはないし、今世界中に存在している難民キャンプも漸次的に閉鎖す
るとしている。世界が未曽有の難民危機に陥っている中で、これまで長い期間難民支援の有
力な方法論として用いられてきた難民キャンプをなぜ否定するのか。本論文はこの疑問を出
発点として始められている。また、難民キャンプに代わる難民支援の方法として提唱されて
いる「難民の社会統合」は果たして現実的な代替になり得るのであろうか。 
 この研究を進めるにあたって用いる分析枠組みは「国際レジーム理論」である。しかし、
本論文では難民レジームの通常のレジームとは大きく異なる点を指摘する。それはこのレジ
ームが北の先進国と、南の発展途上国において極めて異なる性格を持っているからである。
この難民レジームは常に難民を支援するための負担の分担という点で南北間において非対
称なものであった。本論文では、難民レジームがその発展の中で生じさせてきた問題が、難
民キャンプの廃止が論じられるに至った背景にあると考える。 
 本論文の本論部分は、それぞれの論考の目的に応じて 6つの章から構成される。第 1章は
「難民キャンプと難民レジームの展開」に関する論考であり、第１節「難民キャンプの歴史
と変容」では、難民キャンプの歴史を、その黎明期から広範な採用、その後の資金不足が難
民キャンプにもたらした影響と、近年の難民キャンプに否定的な政策の出現までを追う。第
2節「難民レジームの展開と負担分担の模索」では、難民問題に関する国際協調が始まった
20世紀初頭から難民レジームの生成とその展開を追う。特に難民レジームの発展と変容を
「力」「規範」「利益」の 3つの要素を使って分析を試み、その中で難民レジームをささえ
る国際社会が難民キャンプに否定的な態度をとるに至った背景を探る。 
 第 2章は「難民キャンプはどのような場所か」と題して、正確に理解されることの少ない
難民キャンプの中の世界を、難民の暮らしのニーズと、彼らの自身の活動に沿って概説する。 
まず第 1節「難民キャンプでの人道支援活動」では難民の生存や社会生活に関わるニーズが
難民キャンプの中でどのように対処されているかを中心に据えながら、キャンプでの暮らし
の実態を理解する。第 2節「難民キャンプの保護関連活動」では、難民が特別な保護の下に
置かれていることから行われる難民キャンプでの様々な活動や、難民キャンプでの生活を維
持するための自治活動、そして難民問題の恒久的解決をめぐる状況を概観する。この章を通
じて、外部からはなかなかうかがい知れない難民キャンプの実態を理解することで、その後
の難民キャンプ廃止論の妥当性を考える基礎的な情報を提供することがなされる。 
そして第３章では「難民キャンプに潜む問題」として、難民キャンプがその歴史の中でか
かえることになった問題を見ていく。第１節「プリマ・ファシ難民と難民キャンプ」では発
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展途上国の状況に合わせて用いられてきた難民認定の方法が、現代の難民数の記録的な増加
の原因の一つであるという視点に立つ。難民キャンプに滞在する難民の多くがプリマ・ファ
シ難民であることから、その手続きの採用が難民キャンプの在り方にどのような影響を及ぼ
してきたかを見る。第２節「難民キャンプの軍事化」では、難民キャンプの軍事化という問
題の歴史を追いながら、難民キャンプを見る国際社会の中に、その懸念の見かたに変化が生
じていることを論じる。当初、難民キャンプの文民保護に関する問題から始まった難民キャ
ンプの軍事化に対する懸念が、やがて、ホスト国や先進国の安全を脅かすテロリズムや武装
勢力が難民キャンプの中に出現することに対する懸念に置き換わっていく流れを、難民キャ
ンプ化の軍事化に対して行われた国際社会での議論の展開の中に見ていく。第３節は「恒久
的解決」と「長期化した難民」をテーマにとり、キャンプで暮らす難民をめぐる恒久的解決
の不在と、その結果としてもたらされた長期化の問題を見る。そのなかで恒久的解決策のひ
とつである「第三国定住」にまつわる問題が、難民の数を増やし、難民キャンプの長期化に
つながっている可能性、さらには欧州やその他先進国に向けた難民の非正規移動の背景にあ
るのではないかという疑いを論じる。 
 第 4章は「難民キャンプにかわるもの」と題して、現在おこなわれている難民キャンプ廃
止につながる政策の展開と、それにかわるものとして現在論じられ、また試験的に試みられ
ている難民の社会統合の手段について論じる。第 1節では「難民キャンプ代替政策」と題し、
2014 年 7月に発表された UNHCRの難民キャンプ代替政策を中心に、この政策の詳細と、そ
れに続く国際社会での政策的展開について概観する。そのうえで第 2節には「都市難民」を
置き、この難民キャンプ代替政策でもたびたび言及され、難民キャンプに代わる難民支援と
保護の場所としての都市を見ていく。本論文では都市難民の増加をただちに難民キャンプの
妥当性の低下と結びつける議論に反証を提供するとともに、都市難民に関してその増加とい
う現象が、実はいまだにきちんと事実として把握されていない実態を明らかにする。第 3節
では「難民の労働」を論じる。難民キャンプなき難民支援においてカギとなるのがこの難民
の労働を通じた自立能力である。しかし、これまで難民の労働は様々な制限を受け、また限
られた潜在性しか発揮してこなかった。発展途上国の不安定な経済と労働市場の中で、果た
して難民の労働はどれほど難民キャンプでの支援にかわるものとして用いることができる
のかを分析する。 
 以上の分析を踏まえて第 5章と第 6章は事例研究である。本論文では難民キャンプと脱難
民キャンプ状況が共存する二つの国の例を事例として取り上げる。第 5章で 取り上げる事
例研究はパキスタンである。パキスタンは過去 40 年以上にわたって大量のアフガニスタン
人難民に庇護を与えてきた。当初難民キャンプにおいて人道的支援に頼って暮らしてきた難
民たちも、1990年代後半にキャンプにおける食糧支援が停止されたのちは、キャンプを出
て都市部での生活を選ぶものも増えている。しかしながら同時に、人道的支援が停止された
のちも、約 4割の難民人口はキャンプにとどまり続けている。この事実からパキスタンで起
こりつつある社会統合の中で、いまだ難民キャンプが果たしている役割を分析する。 
第 6章で事例研究として取り上げるのはエチオピアである。他の東アフリカ諸国と同様に、
エチオピアは長い難民対応の歴史を通じてキャンプ収容政策を柱として対応にあたってき
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た。また難民条約の批准にあたっても、難民の労働と教育の権利に留保を設けるなど、その
権利を厳しく制限してきた。しかし、2016 年からその政策を転換させ、難民の就労の促進
とキャンプ収容の廃止に向けて舵を切った。その一方で、エチオピアの難民キャンプに身を
寄せる難民たちの思惑は、政府の考えとは別のところにある。南スーダン人難民キャンプは
反スーダン政府武装勢力の拠点として用いられてきた歴史を有し、現在でも、なおそれは南
スーダンの内戦の背景である民族対立と固く結びついている。この民族間の対立感情はエチ
オピアにおいてもなお、南スーダン人難民の社会統合を妨げている。一方でエリトリア人難
民にとって、エチオピアの難民キャンプはより良い経済機会を掴むために先進国を目指すう
えでの中継地でしかない。難民の社会統合の進展が、果たしてエリトリア人難民のこの非正
規移動に影響を及ぼす可能性があるのかを分析する。 
 本論文は結論として、難民キャンプの現代的な問題は、これまで積み上げられてきた難民
レジームの発展と変容の影響による部分が多いことを確認する。難民レジームの構築してき
た支援体制は高コストであり、難民の数の増加と長期化に対しても悪影響を生じている。ま
た難民問題の恒久的解決にも結びつかない。一方で難民キャンプの存在に対する治安上の懸
念も高まっている。こうした中で、難民レジームとその中で強い政策決定権限を持つドナー
国は、難民キャンプの問題に直接取り組むことではなく、難民キャンプを廃止することによ
って諸問題を解決しようとしている。しかし、難民キャンプの代替政策は、これまでのとこ
ろ十分に実現性のある方法論を確立していない。 
 難民キャンプの代替として提示されている社会統合はすべての難民にとって解決策にな
るわけではない。難民キャンプは多様であり、またそこにいる難民もまた多様である。パキ
スタンの事例にあるように、社会統合を果たしつつもなお難民キャンプを必要とする事例
や、エチオピアの例でみたように民族対立やより大規模な人口移動の中に難民キャンプが位
置づけられている場合がある。難民キャンプを廃止することによって難民のホスト国での社
会統合を進めることは、必ずしも有効な手段ではない。このように難民キャンプは多様なダ
イナミズムが作用しているにもかかわらず、現在の難民キャンプ廃止論、そしてその代替を
めぐる政策の議論は、難民の難民キャンプに関わる多様な利益を殆ど考慮に入れていないま
まに進められていることを指摘している。難民の移動の自由の促進など、難民キャンプを廃
止することなしに、難民のキャンプと都市での経済活動を支援することによって、現在国際
社会で論じられている難民の社会統合と経済的な自立を実現することを本論文は提案して
いる。 
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注釈） 
・2ページ以降は No.1を複写してご利用ください。 
・副題は使用される場合のみ記載してください。 
・本文が英文による場合、和文・英文の表記位置を入れ替えてください。 
